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Ⅰ　農業委員会の状況（令和2年4月1日現在）

　１　農家・農地等の概要

２　農業委員会の現在の体制

任期満了年月日 年 月

令和２年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都 道 府 県 名 茨城県

農 業 委 員 会 名 坂東市農業委員会

認定農業者

経営数(経営)

農業就業者数

農業者数(人)農家数(戸)

総農家数 2,840

1

0

認定新規就農者

基本構想水準到達者

集落営農経営

販売農家数 1,881

主業農家数 621

準主業農家数 234

農業参入法人

女性

40代以下

959自給的農家数

耕地面積

副業的農家数

定数 実数

60

3 3 21

集落営農組織

日

66

特定農業団体1,026

令和

田 畑

2,810 2,780

農地台帳面積 2,182 3,649

1

認定農業者

農業委員数

36

遊休農地面積

経営耕地面積 1,829 1,704

女性 － 1

15 15

－

－ 9

認定農業者に
準ずる者

地区数実数定数

中立委員 － 1

40代以下 －

1

普通畑

－

1,491

66

3,649

単位:ha

－

樹園地 牧草畑

－

計

5,580

0

3,366

1,607

318

423

90

1

5,831

15

126

11

　　　－

15農地利用最適化推進委員

31
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Ⅱ　担い手への農地の利用集積・集約化

１　現状及び課題

２　令和２年度の目標及び活動計画

（うち新規集積面積

Ⅲ　新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１　現状及び課題

　

２　令和２年度の目標及び活動計画

課　　　　　題

　担い手への利用集積は年々増加しているが、農家数・農家人口の減少傾向
が見られるとともに、農業従事者の後継者不足や高齢化が課題となってい
る。今後は農地の流動化を高め、利用権設定等促進事業や農地中間管理事業
の推進による農地利用の集積・集約化に取り組む必要がある。

ha5,580 1,450 ha 25.99

目　　標
　目標設定の考え方：「坂東市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な
構想」のなかで令和5年度までに担い手への農地利用の集積率を66％まで引き
上げると定めているため、その目標を達成するべく上記目標を設定した。

ha2,555集積面積 ha）

経営体

1,105

現　　　　　状
（令和2年4月現在）

管内の農地面積 これまでの集積面積 集積率
％

活動計画

・6、9月　農地利用実態把握調査の実施
・農地利用実態把握調査終了後　集積・集積化に向けた話し合いを開催
・4、10月　広報紙への農用地利用集積計画による利用権設定の制度等の掲載
・4、10月　設定期限を迎える利用者への更新手続き通知の発送
・通年　中間管理機構への情報提供及び集積への協力
・通年　農地の貸し借り等の相談

新規参入の状況

29年度新規参入者数 30年度新規参入者数 元年度新規参入者数

29年度新規参入者が
取得した農地面積

ha

30年度新規参入者が
取得した農地面積

7 8 経営体 5

元年度新規参入者が
取得した農地面積

経営体

ha

経営体参入目標数 参入目標面積

ha4.5 2.95.4 ha

活動計画
・通年　新規の就農相談に随時対応
・通年　市農業政策課、農協、普及センター等の関係機関と情報共有を行う
・通年　就農希望者に対しての農地の紹介や情報提供を行う

課　　　　　題

　近年、新規参入者数は増加傾向にある。さらなる新規参入の促進に向け農
地中間管理機構、普及センター、JA等と連携し、参入希望者の把握に努め、
特に若年層の意欲ある担い手の確保と積極的な支援を行っていく必要があ
る。

4 2.8
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Ⅳ　遊休農地に関する措置

１　現状及び課題
　

２　令和２年度の目標及び活動計画

Ⅴ　違反転用への適正な対応

１　現状及び課題
　

２　令和２年度の活動計画

現　　　　　状
（令和2年4月現在）

管内の農地面積（Ａ） 遊休農地面積（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ×100）

課　　　　　題

　遊休農地化すると解消が難しくなることから、農地パトロールにより遊休
農地の発生を早期に確認することが重要である。また農地利用実態調査によ
り農地所有者の筆ごとの現状・意向を確認し、現状遊休化している農地や、
遊休化が見込まれる農地を担い手と結び付けていくことが必要である。あわ
せて、中間管理機構等と連携を図り、遊休農地の解消・発生防止策を講ずる
必要がある。

ha 2.21 ％1265,706

目　　標
　目標設定の考え方：現状の遊休農地は条件的に不利なところが多く、短期
間での解消は難しいことから、計画的に減らすこととし、令和5年度には平成
29年度末遊休農地の面積の10％の解消を目標とし、その目標を達成するべく
上記目標を設定した。

活
動
計
画

農地の
利用状況調査

調査員数（実数） 調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

38 人 6月 ～ 7月 8月 ～ 9月

・管内全域を調査区域とし、道路からの目視、現地を歩いて巡回
・遊休化している農地は、当該農地の状況をさらに詳しく確認
・新規で発見した遊休農地については、写真を撮り、地図等に記録
・農地パトロールをと合わせて実施し発生防止に取り組む

農地の
利用意向調査

実施時期 調査結果取りまとめ時期

10月 ～ 11月 12月 ～ 2月

調査方法

その他
・遊休農地の苦情等に対し、所有者へ指導及び意向確認を行い解消へ繋げる
・農地の適正管理について、広報紙等よる周知
・農地利用最適化推進委員によるパトロールの強化

遊休農地の解消面積 1.8 ha

活動計画
・通年　違反転用発見後、関係機関と連携し、速やかな是正指導の実施
・6、7月　違反転用の発生防止に向けた、農地パトロールの実施
・10月　広報等よる住民の違反転用に関する意識の強化を図る

現　　　　　状
（令和2年4月現在）

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）
ha5,580

課　　　　　題

　遊休農地の増加に伴う残土等の不法投棄等が農地の確保・有効利用を図る
上での課題となっている。また、違反転用の発生防止及び早期発見のために
も、農地転用手続きの必要性の周知や監視活動の必要がある。現在、違反転
用となっている事案に対し関係機関と連携して事案の是正に向けた指導を強
化していく。

0.8 ha

ha
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